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入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和４年２月１日 

分任支出負担行為担当官九州地方整備局 

熊本河川国道事務所長 三保木 悦幸 

 

１ 調達内容等 

（１）調達件名及び数量   令和４年度 排水ポンプ車及び維持用機械等点検整備業務 １式 

（２）調達案件の特質等   入札説明書による。 

（３）履行期間       令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

（４）履行場所       熊本県熊本市南区野田１－３－１外 

（５）入札方法 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とする。 

なお、入札書には、点検整備価格、消費税及び地方消費税額、自動車総合保険料（任意保険

料）、自動車損害賠償責任保険料及び自動車重量税を合算した金額を記載すること。 

 

２ 競争参加資格 

次に掲げる条件を満たしている者であること。 

（１）予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。 

（２）令和０４・０５・０６年度の一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供

等」の競争参加地域を九州・沖縄地域として申請していること。令和０４・０５・０６年度の一

般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のうち、「建物管理等各種保

守管理」のＡ、Ｂ、Ｃ、又はＤ等級に格付けされた九州沖縄地域の認定を令和４年４月１日時点

において受けていること。 

一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）の申請の時期及び場所については、「競争

参加者の資格に関する公示」（令和３年３月３１日付官報）に記載されている時期及び場所で申

請を受け付ける。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立て又は民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立てがなされていない者（競争参加者の

資格に関する公示に基づく再申請の手続きを行った者を除く｡）であること。 

（４）平成１８年度以降公告日までに完了した以下の①から⑤のいずれかの要件を満たす点検・整備

業務又は工事を完了させた実績を有し、その実績が証明できること。 

（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上のものに限る。） 

（新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた一時中止措置等を行ったものに限り、申請時点

で完成していないものも実績として申請できるものとする。） 

①陸上ポンプ設備又は水中ポンプ設備を製作し、据付して引き渡しが完了した工事。 

なお、当該実績が平成１８年度以降に完成した地方整備局所掌の工事（港湾空港関係を除 

く。）に係るものにあっては、評定点合計が６５点未満のもの又は工事成績評定の通知を受け 

ていないものは、施工実績として認めない。 

②陸上ポンプ設備又は水中ポンプ設備の修繕工事。 

③陸上ポンプ設備又は水中ポンプ設備の点検整備業務。 

④排水ポンプ車を製造し、納入した実績。 

⑤排水ポンプ車（車両部を除く）の修繕、点検整備業務。 

（５）九州地方整備局管内に本店又は支店等営業所が所在すること。 

（６）本案件の配置予定管理技術者は、令和４年４月１日現在で次のア）～ウ）のうちいずれかの条

件を満たすこと。 
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ア）１級又は２級ポンプ施設管理技術者の資格を有する者 

イ）陸上ポンプ設備又は水中ポンプ設備の点検業務における管理技術者又は工事（修繕（改造、

更新含む）工事含む）における主任（監理）技術者としての実務経験を有する者 

ウ）陸上ポンプ設備又は水中ポンプ設備の製作・据付又は修繕（改造、更新含む）又は点検・整

備に関し、実務経験年数が以下のとおりの者 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

     なお、ここでいう指定学科とは「機械工学に関する学科」とする。 

（７）配置予定管理技術者は、入札参加希望者との間で直接的かつ恒常的な雇用関係にある者とする。 

※恒常的な雇用関係とは、申請書等の提出日以前３ケ月以上の雇用関係があることをいう。 

（８）事業協同組合として申請書を提出した場合、その構成員は、単体として申請書等を提出してい

ないこと。 

（９）申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、九州地方整備局長から指名停止を受けて

いないこと。 

（10）入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。 

①資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 

ア）子会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２に規定する子会社等を

いう。イ）において同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。イ）

において同じ。）の関係にある場合 

イ）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

②人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、ア）については、会社等（会社法施行規則

（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）

の一方が民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続が存続中

の会社等又は更生会社（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第２条第７項に規定する更

生会社をいう。）である場合を除く。 

ア）一方の会社等の役員（株式会社の取締役（指名委員会等設置会社にあっては執行役）、

持分会社（合名会社、合資会社若しくは合同会社をいう。）の業務を執行する社員、組合

の理事又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねて

いる場合 

イ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法第６

７条第１項の規定により選任された管財人（以下単に「管財人」という。）を現に兼ねて

いる場合 

ウ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

③その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合 

組合とその構成員が同一の入札に参加している場合その他上記①又は②と同視しうる資本

関係又は人的関係があると認められる場合。 

 （11）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、国土交通省

発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

（12）入札説明書の交付を下記３（３）の交付方法により、直接入手した者であること。 

３ 入札書及び申請書等の提出場所等 

学歴 
必要な実務経験年数 

指定学科を修めた者 指定学科以外の者 

大学卒業後 ２年以上 ３年以上 

短大・高専卒業後 ３年以上 ４年以上 

高校卒業後 ５年以上 ６年以上 

その他 ８年以上 
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 （１）入札書及び申請書等の提出場所、契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒８６１－８０２９ 熊本県熊本市東区西原１丁目１２－１ 

九州地方整備局熊本河川国道事務所経理課 専門職（内線２２０） 

電話０９６－３８２－１１２７ fax０９６－３８２－０６１８ 

（２）入札説明書の交付期間 

令和４年２月１日 から 令和４年２月９日 まで 

 （３）入札説明書の交付場所及び交付方法 

①交付場所は、上記３（１）に同じ 

②郵送による交付は、郵送料を別に必要とする。 

 （４）持参又は郵送等による申請書等の提出期限 

令和４年２月９日 １７時００分 

 （５）持参又は郵送等による入札書の提出期限 

令和４年３月２日 １７時００分 

 （６）開札の日時及び場所    

        令和４年３月３日 １５時００分 九州地方整備局熊本河川国道事務所入札室 
 

４ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金   免除 

（３）競争参加資格の確認のため入札者に要求される事項 

本調達案件の入札に参加を希望するものは、分任支出負担行為担当官の交付する入札説明書

に基づく申請書等を作成し、上記３（４）に示す提出期限までに上記３（１）に示す場所に提

出しなければならない。 

また、開札日の前日までの間において分任支出負担行為担当官から申請書等の内容に関する

説明を求められた場合には、それに応じなければならない。 

（４）落札対象 

申請書等を基に、分任支出負担行為担当官において競争参加資格が確認された入札書のみを

落札対象とする。 

（５）入札の無効 

競争に参加する資格を有しない者のした入札、九州地方整備局競争契約入札心得において示

した条件等入札に関する条件に違反した者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなか

った者のした入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を

取消す。 

なお、令和０４・０５・０６年度競争参加資格（全省庁統一資格）の審査結果通知書の写し

を落札決定日までに提出しなければならない。提出がなければ本入札は無効とする。 

（６）契約書の作成の要否   要 

（７）落札者の決定方法 

予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低

価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正

な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定

価格の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低価格をもって入札した者を落札者と

することがある。 

また、原則として、当該入札の執行における入札執行回数は２回を限度とする。 

なお、当該入札回数までに落札者が決定しない場合は、原則として予算決算及び会計令第９

９条の２の規定に基づく随意契約には移行しない。 

 （８）手続きにおける交渉の有無   無  

（９）契約日は令和４年度予算が令和４年４月１日までに成立した場合は４月１日とし、４月２日以

降に成立した場合はその成立日とする。なお、契約日に関わらず、契約（履行）期間の始期は令

和４年４月１日とする。 
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また、暫定予算となった場合、本調達案件に係わる予算が全額計上されているときは、全体の

契約期間の契約とするが、当該予算が全額計上されていないときは、全体の契約期間に対する暫

定予算の期間分のみの契約とする。なお、本予算成立後は令和５年３月３１日までとする。 

（10）本調達案件に関する詳細は入札説明書による。 


